
年には認知度が 30.5％に上昇したが、それ以降は低下に転じ、2015 年以降はプロジェクト

開始の前年（2012 年、28％）を下まわっている。中間目標として掲げられた「2018 年に

50％」が達成される見込みはない。 

検診の受診率や禁煙率といった評価尺度が向上するためには、対象者の積極的な行動変

容が必要であるが、認知度の場合は、メディアや医療機関が情報を提供することで向上可

能のはずである。COPD 認知度向上プロジェクトの不振は、プロジェクト運営の当事者自

身が、決して公言されないものの、COPD の疾患概念の破綻を認識していることの表われ

である。  

 
図２．COPD 認知度の推移（文献６より転載） 

 

図１の４DCT 画像を発表して以降、国内外の研究グループから同様の報告が続き、閉塞

性肺疾患の病態解明が前進するであろうと筆者は期待していた。特に、日本は世界一の CT

大国で、呼吸器の４DCT 研究を行なっている大学が 5 か所以上あるからである。ところが、

案に相違して、筆者の知る限り、2014 年以降、国内外の呼吸器関連の学会や学術雑誌での

発表は皆無である。呼吸器 CT 画像研究を担ってきた研究者のほとんどが、COPD の従来

学説の支持者である。彼らにとっては、真理の探究よりも従来学説を維持して体面を保つ

ことの方が、重要なのであろう。1 秒率低下例で大気道の虚脱が起こらない症例こそ、「末

梢気道閉塞」の強力な根拠になるはずであるが、報告がないということは、とりもなおさ

ず、そのような症例は存在しないことを表している。 

 

肺気腫の呼気流制限部位が大気道であることが判明した今、呼吸器学会がなすべきこと

は、これまでの治療法の見直しである。末梢気道拡張効果のない LAMA（長時間作用型抗

コリン剤）が 1 秒量を改善するのは、大気道虚脱を防止するからである。一方、全気道拡

張効果のある LABA（長時間作用型β２刺激剤）には、軽度の低酸素血症という換気障害

の治療薬としては望ましくない副作用があることが知られているが 7）、これは LABA の末




